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研究成果の概要（和文）： 
本研究では、より有用かつ有効な企業内容開示制度における利益情報の開示および監査・保

証業務のあり方について、主要な利害関係者への５回の質問票による意識調査および面談調査
にもとづき、利益情報の変容の事実を実証し、その要因を分析した。また、かかる事実ないし
要因に対応した、ディスクロージャー制度の改革ならびに財務諸表監査における情報の信頼性
の保証方法および保証結果の伝達のあり方を明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）： 

Our research objective is to present more useful disclosure systems of earnings 
information and a more effective approach of financial audit or assurance services 
related to the disclosure systems. We analyzed the factors which cause the change of 
earnings information based on five times questionnaires and interview survey to major 
stakeholders such as CPAs, managements, and analysts. We also investigated reform 
or improvement possibilities of disclosure systems, assurance methods of financial 
statements information reliability, and communication methods of assurance results. 
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１．研究開始当初の背景 
本研究のテーマを直接的に扱った研究は

国内、国外ともに存在しない。他方、本研究
に間接的に関連する研究は、多数実施されて
いる。たとえば、上記で言及した、包括利益
と当期純利益の情報価値を株価の変動とし
て捉えようとする研究、あるいは、経営者が
行う利益調整（earnings management）につ
いてその裁量性を測定し、それを株価の変動
要因として市場は認識しているかどうかの
研究などが挙げられる。 

また、利益情報の変容にかかわる財務諸表
監査の保証のあり方についての研究は、この
ようなテーマの設定による研究としては、国
内、国外ともに嚆矢のものと位置づけること
ができる。 
 
２．研究の目的 
本研究は「利益情報の変容と監査・保証業

務のあり方に関する実証的要因分析」をテー
マとして、より有用かつ有効な企業内容開示
制度における利益情報の開示および監査・保
証業務のあり方について、主要な利害関係者
への意識調査にもとづき、利益情報の変容の
事実の実証および要因の分析を実施し、かか
る事実ないし要因に対応した、ディスクロー
ジャー制度の改革ならびに財務諸表監査に
おける情報の信頼性の保証方法および保証
結果の伝達に関する提言を行うことを目的
として実施する。 

現在の会計情報は、投資者の意思決定有用
性を前提とした利益情報を中心としている
が、その基本的な考え方として、収益・費用
概念を重視した会計と資産・負債概念を重視
した会計とのいずれを前提とするのかが問
題となっていると理解される。両者の違いが
結果として利益情報の変容として表れると
すると、利益情報はどのように変容しており、
それに対して財務諸表監査は本来的に対処
できているのかを問い、そうでないとすれば
新たな方法を探求するという研究課題を設
定できると考えられる。 

利益情報が変容すれば、投資意思決定情報
として必要な情報の中身にも変化がもたら
され、利益中心の情報だけでは必ずしも十分
ではない。利益情報をよりよく理解し、有用
なものとするためには、それに関連するリス
ク情報、コーポレート・ガバナンス情報、Ｃ
ＳＲ情報、知的資産情報、内部統制報告書な
どの非財務情報の開示の必要性が認識され
る。そこで、これらの情報の開示のあり方、
およびその信頼性に対する監査・保証業務の
あり方も重要な研究課題となりうる。 

 本研究が、その主題とする利益情報の変容
は、観念的に認識されるわけであるが、これ
が事実として生じているかどうかの把握を
行わなければ、全くの机上の空論に終始する
ことになろう。 
 そこで、本研究では次の５点について探求
し、研究テーマにかかる実証的な証拠を入手
する。 
（１）わが国の会計基準が国際財務報告基
準・国際会計基準と整合されることとなり、
利益情報の内容は、量的にも質的にも変容し
ていると観念される。このような利益情報の
変容を具体的に裏づける事実ないし要因に
関する実証的な証拠を入手し、利益情報の変
容を証明すること。 
（２）利益情報として重視されてきた当期純
利益について、包括利益よりもその情報価値
が優れているとする実証研究が株価の変動
を対象として盛んに行われているが、株価の
変動だけをもって情報価値を測定するので
はなく、他の要因によって利益情報の情報価
値を測定し、総合的な観点から、利益情報の
変容による情報価値の変動を認識・測定する
こと。 
（３）利益情報の変容にともない、その開示
が従前に増して重要性を高めている非財務
情報について、利益情報のよりよい解釈のた
めにどのような非財務情報の開示に対する
ニーズがあるのかを実証的に明らかにし、新
たなディスクロージャー制度の提言を行う
こと。 
（４）利益情報の変容は、利益情報の質の変
化として捉えられる。情報の質の変化は、そ
の信頼性を担保している財務諸表監査の前
提条件に変化をもたらしている。監査の前提
条件が変化する場合、監査の結果としてどの
ように情報の信頼性の保証が可能なのか、あ
るいは逆に保証ができないのかについて分
析を行うこと。 
（５）利益情報の変容にともなう財務諸表監
査による保証のあり方の変化は、あらためて
監査に対する社会のニーズがどのようなも
のなのかを明らかにすることを要請してい
る。監査に対する社会のニーズを明らかにし、
新たな監査・保証のあり方を解明すること。 
 
３．研究の方法 

本研究の５つの課題について、研究実施年
度別に次のように計画した。 
平成 20年度: 課題(1) 利益情報の変容を具

体的に裏づける事実ないし要因に関する
実証的な証拠の入手 

平成 21年度: 課題(2) 利益情報の変容によ
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る情報価値の変動の認識・測定、および課
題(3) 利益情報のよりよい解釈のために
必要な非財務情報の開示ニーズの実証的
な解明 

平成 22年度: 課題(4) 利益情報の質の変化
にともなう財務諸表監査による信頼性の
保証内容の分析、および課題(5) 監査に対
する社会のニーズを明らかにし、新たな監
査・保証のあり方の解明、ならびに研究の
総括 

平成 20 年度は、課題(1)について、まず、利
害関係者のさまざまな人々に対する意識調
査を幅広く実施することにより、「利益情報
の変容」の事実を利害関係者の知覚に求めた。
意識調査として、下記のような３つの構図を
設定し、それぞれについて、研究分担者の協
力を得ながら逐次実施した。 
①ＧＡＡＰの方向 － 利益情報の質 － 監
査機能（保証と情報提供）－情報利用者お
よび監査人の意識 － 社会的選択へのフ
ィ－ドバック 

②経営者の会計選択 － 利益情報の質 － 
監査機能 －情報利用者および監査人の意
識 － 規制当局へのフィ－ドバック 

③企業の状況(モデル） － 利益情報の質 
－ 監査機能 －情報利用者および監査人
の意識 － 監査の期待ギャップ論へのフ
ィ－ドバック 
これら３つの構図について、平成 20 年度

は、各構図での「情報の質」に関する情報利
用者および監査人の意識について調査を進
めた。 

平成21年度は、課題(2)の利益情報の変容に

よる情報価値の変動の認識・測定、および課

題(3)の利益情報のよりよい解釈のために必

要な非財務情報の開示ニーズの実証的な解明

を実施した。 

課題(2)の研究では、平成20年度に明らかに

した「利益情報の変容」の事実・利害関係者

の認識にもとづいて、利益情報の変容によっ

て財務情報の情報価値がどのように変化して

いるのかを、株価への変動によって捉えるの

ではなく、他の測度によって認識・測定する

新たなアプローチを探った。 

このため、国内外の文献研究や国内外（日

米英独）の研究者・公認会計士へのインタビ

ュー調査または質問票調査を実施し、情報価

値変動の認識・測定の概念的枠組みの構築を

試みた。 

また、課題(3)の研究では、利益情報が変容

することにともなって、その情報利用を行う

際、他の情報源からの情報内容を加味したう

えで種々の意思決定を行う必要が認識される。

そこで、財務情報と非財務情報の概念の再検

討と保証の範囲、および非財務情報の分類を

行うことを目途として、主として質問票調査

により、情報利用者のニ－ズおよび監査人の

保証可能性の意識を明らかにした。 

平成22年度においては、課題(4)の利益情報の

質の変化にともなう財務諸表監査による信頼性

の保証内容の分析、および課題(5)の監査に対す

る社会のニーズを明らかにし、新たな監査・保

証のあり方の解明、ならびに研究の総括をそれ

ぞれ実施した。 

 課題(4)の研究では、財務諸表監査の実施

要件として、５つの要素（①経営者・財務諸

表利用者・監査人の３者関係の存在、②適切

な主題、③適合する規準、④適切かつ十分な

監査証拠の入手可能性、および⑤文書形式で

の監査の結論の表明可能性）があるが、利益

情報の変容にともないこれらの実施要件が

影響を受けているならば、監査による財務諸

表の信頼性の保証のあり方もこれに応じて

変化しなければ、ミスリーディングな監査結

果の伝達が行われ、結果として監査の社会的

な役割が損なわれることになるとの認識に

立って、利益情報の質の変化に対応する財務

諸表監査による保証内容のあり方を探求し

た。 
 課題(5)の研究では、新たな利益情報の開示、

それにともなって必要性が認識される非財

務情報の開示において、監査・保証はどのよ

うな役割を担うべきか等を実証的に明らか

にすべく研究を継続している。 
 この研究成果は、課題(4)での研究成果と融
合すれば、ディスクロージャー制度における
新時代の監査・保証の社会ニーズに対応した
理論モデルを提示することができるものと
期待される。 
 最後に、課題(1)から(5)の研究成果をまとめ、
利益情報の変容にともなうディスクロージ
ャーのあり方および監査・保証のあり方につ
いて、実証データによる証拠とともにその方
向性を総括し、研究成果報告書冊子を作成し
学界を中心に配布した。 
 
４．研究成果 

 ３年間にわたる研究期間における主な研

究成果は下記の通りである。 

平成 20 年度は、利益情報の変容を具体的
に裏づける事実ないし要因に関する実証的
な証拠を入手し、証明することを目標として、
わが国の上場会社 3,933社およびドイツの上
場会社 639 社に対する質問票調査を行い、次
の 12 の論点にわたって財務情報作成サイド
の意識調査を実施した。(1)財務情報作成の
目的と報告相手、(2)利益額と配当額または
課税所得額の関係、(3)資本調達と会計情報
の質、(4)予測情報の作成・公表、(5)会計基
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準の弾力性、(6)算定・開示すべき会計利益、
(7)会計上の見積り、(8)これまでのわが国の
会計基準のグローバル化、(9)これからのわ
が国の会計基準のグローバル化、(10)利益情
報の性質・内容の変化と監査、(11)財務情
報・非財務情報と監査・保証業務による信頼
性の確保、(12)非財務情報のＸＢＲＬ化。そ
の結果、利益情報の変容が現実の問題として
生じており、かかる利益情報の適正表示に関
する監査におけるさまざまな問題点を浮き
彫りにする調査結果を入手した。 

また、利益情報の変容をめぐる内外の研究
を渉猟し、利益情報の変容に応じたディスク
ロージャーのあり方および監査・保証業務に
よる当該情報の信頼性の保証の実行可能性
について理論的な分析を加えた。 

平成 21 年度は、平成 20 年度に引き続き、
利益情報の変容を具体的に裏づける事実な
いし要因に関する実証的な証拠を入手し、証
明することを目標として、公認会計士および
監査事務所 350 件に対する質問票調査、なら
びに上場会社 3,794 社に対する 2回目の質問
票調査を行った。前者の質問項目は、資本調
達と財務諸表の質、会計基準の弾力性、算
定・開示すべき利益、会計上の見積り、会計
基準のグローバル化とその将来、利益情報の
変容と監査、情報の信頼性の保証、利益情報
の性格と監査、利益調整と粉飾決算、監査の
対応、監査を取り巻く環境、グローバル化と
会計の役割、利益情報の変容と事業戦略であ
る。 

また、後者について、「利益情報の変容に
は経済社会のグローバリゼーションが多面
的に関係しているのではないか」との体系仮
説、すなわち、1980 年代中頃以降顕著となっ
た経済社会のグローバリゼーションによっ
て経済環境・事業環境にはいかなる変化が生
じたと意識されているか、経済環境・事業環
境の変化は事業戦略の変化をもたらしたと
同時に会計の役割や会計に対する期待にも
変化をもたらしたのか、また、利益情報の変
容が経済環境、事業環境と事業戦略に影響す
るのではないかという仮説を検証した。その
結果、利益情報の変容が現実の問題として生
じており、かかる利益情報の適正表示に関す
る監査におけるさまざまな問題点を浮き彫
りにするとともに、利益情報の変容には経済
社会のグローバリゼーションが多面的に関
係していることを裏付ける有力な調査結果
を入手した。 

平成 22 年度は、過年度に実施した、以下
の 3回の日本における質問票調査と 1回のド
イツにおける質問票調査およびインタビュ
ー調査に加えて、2010 年 7月に、財務情報利
用者サイド（アナリスト）を対象に、「利益
情報の変容と資本市場及び事業環境に関す
る意識調査」を実施し、また、かかる調査に

関係してインタビュー調査を実施した。 
(1)2008 年 11 月、財務情報作成サイド（上場
会社）を対象に、「利益情報の変容と監査・
保証業務のあり方に関する意識調査」 
ドイツにおいて、同様の調査項目からなる質
問票調査を、財務情報作成サイド（上場会社）
を対象にほぼ同時期に実施 
(2)2009 年 12 月、監査サイド（公認会計士）
を対象に、「利益情報の変容と監査・保証業
務のあり方に関する意識調査」 
(3)2010 年 1 月、財務情報作成サイド（上場
会社）を対象に、「利益情報の変容と経済社
会のグローバリゼーションに関する意識調
査」 
  これらの質問票調査およびインタビュー
調査の回答が本研究の中核となるデータを
構成している。最終年度では、これらのデー
タから、次の２つの研究主題を区別して、研
究成果を取りまとめた。 
第 1の主題は、利益情報の変容の具体的特

徴とそれを必然ならしめた合理的な理由の
解明である。ここでいう、「利益情報の変容」
とは、「米国基準や IFRSs の影響の増大、近
年の IFRSsとのコンバージョンス要請による
結果、測定される利益情報が変容してきた」
ことを意味している。そこで、利益情報の変
容の具体的特徴を、「会計の役割や会計に対
する期待の変化」に関する意識を調査し、ま
た、利益情報の変容が、経済社会のグローバ
リゼーションに対する会計社会の対応であ
ったのではないかとの問題意識から、経済環
境・事業環境、事業戦略のそれぞれの具体的
変化を明らかにして、それとの関係によって、
利益情報の変容を読み解こうとした。 
第２の主題は、利益情報の変容によって監

査・保証業務のあり方がどのように変化して
いるのかについてであり、見積り項目の増加
による「利益数値の弾力性」、「虚偽表示の可
能性」、「原則主義」、「監査の信頼性」などを
キーワードとして、変容の内実を明らかにし
た。また、IFRSs をいち早く導入しているド
イツの企業に対する質問票結果と我が国の
それとの比較によって得られる IFRSsの問題
点の指摘、公認会計士に対する意識調査によ
って、利益情報変容による監査・保証業務を
行ううえでの影響とそれへの対処等を考察
した。 
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